
はじめに

医療の情報化が進むなか，政府では全国の医療機関な
どをつないで医療情報を連携する「全国医療情報プラッ
トフォーム」の構築が進められている1）。このなかでは，
国民の健康に関する情報でも，医療関連の重要な基本情
報として３文書６情報の共有が予定されている。この３
文書６情報とは，医療情報として① 傷病名，② アレル
ギー情報，③ 感染症情報，④ 薬剤禁忌情報，⑤ 検査情
報（救急時に有用な検査，生活習慣病関連の検査），⑥ 
処方情報，また上記を踏まえた文書情報として，① 診
療情報提供書，② キー画像等を含む退院時サマリー，
③ 健康診断結果報告書　とされている2）。

一方で，2023年１月に全国に電子処方箋管理サービ
スが展開され，当初200施設程度の参加医療機関は，現
在20,000施設（2024年４月）を超えている3）。令和６
年の診療報酬改定でも，医療DXの推進としてマイナ保
険証を中心とした医療DXの推進として，医療DX推進体
制整備加算が新設された4）。この医療DX推進体制整備加
算では，医療DX推進体制として施設基準を満たす保険
医療機関を受診した患者に対して初診の際に，月１回に
限り算定できるものである。その施設基準には，オンラ
イン請求を行っていることやオンライン資格確認を行う
体制を有していることなどのほか，医科・歯科の診療報
酬では電子処方箋を発行する体制を有していることの要
件が示されている（経過措置 令和７年３月31日まで）。

目的

医療DXの推進に関連して本学術小員会では，令和４

年度の活動として病院薬剤部門の現状を調査することを
目的に，日本病院薬剤師会（以下，日病薬）会員施設に
対しオンライン資格確認や電子添文，電子版お薬手帳，
電子処方箋などへの対応状況のアンケートを行った。さ
らに，病院薬剤師が医療情報を適切に取り扱えるように
するために，「病院薬剤師が学習すべき薬剤領域の情報
リテラシーの解説集」の作成を行った。本調査から，病
院薬剤部門の医療情報システムとのかかわりとして医薬
品マスタの整備へのかかわりが示唆され，電子処方箋の
導入予定との回答も約４割あった。一方，医療DXのな
かでは３文書６情報など医療機関の間の情報連携が注目
されている。しかし，薬剤師を起点とした情報連携は示
されておらず，これらの情報連携も重要と思われる。

そこで，令和５年度の活動として，電子処方箋管理サー
ビスに対応している医療機関へのアンケート調査を行っ
た。そのうえで，会員への電子処方箋の導入の一助とす
るため「アンケート結果から読み解く　電子処方箋導入
に向けての情報」（以下，電子処方箋導入資料）を作成
した。加えて，今後の病院の薬剤師を起点とした電子的
な情報連携に着目し，病院・薬局の連携に必要な項目セッ
トの検討を行った。

方法

１．電子処方箋導入施設へのアンケート調査
今後の多くの施設で円滑な電子処方箋の導入を進める

ため，電子処方箋を導入済みの施設に対しアンケート調
査を行った。調査対象は，2023年11月時点で電子処方
箋を導入している病院（20施設）とし，導入の準備時
期や目的，運用方法をはじめ，導入時に難渋した事案や
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今後，電子処方箋を導入する施設へのアドバイスなどを
調査した。調査は，対象施設の薬剤部宛てに調査票を郵
送し，Webフォームからの回答を依頼する形式とした。
さらに，この調査を基に，電子処方箋を導入する施設の
参考資料として電子処方箋導入資料を作成した。
２．病院・薬局連携に必要とされる薬剤関連情報とその
電子化の検討
全国医療情報プラットフォームでは，３文書６情報を

はじめとする医療情報が交換されようとしている。この
なかで病院薬剤師から発信する情報について着目し，必
要な項目セットの検討を行った。調査対象として，本学
術小委員会委員の周辺の医療機関において発出されてい
る患者情報に関するフォーマットをWebページから確認
した。さらに日病薬より発出されている各種文書や手引
き等から地域との連携に関するフォーマットを調査した。
これら調査から，電子的な連携に必要な事項を検討した。

結果

１．電子処方箋導入施設へのアンケート調査
アンケート調査は，令和５年11～12月の２ヵ月間実

施し10月末時点で電子処方箋管理サービスに登録して
いる病院20施設を対象に，アンケートの依頼文書を郵
送しWebからの回答をお願いした。期間中に12施設（回
答率60％）からの回答があった。

回答施設の内訳は，20－199床の病院：５施設，200
－399床の病院：３施設，400床以上の病院：４施設で
あった（表１）。導入時期はモデル地区の医療機関から
の回答もあるため2022年９月から2023年９月まで幅が
あった。電子カルテベンダも６社に分かれており，施設
規模・電子カルテベンダとも幅広く回答があった。薬剤
部門で電子処方箋に対する準備を開始したのは１ヵ月前
から４ヵ月前とあり，平均すると２ヵ月前となった。電
子処方箋の導入の目的では，今後すべての医療機関で普
及が求められるためが８件，重複投与の減少が６件，併
用禁忌の確認が６件，処方箋の偽造防止が３件，健康情
報の提供が３件，業務の効率化が２件であった（表２）。
医師のHPKIカードは９施設でほとんどの医師がもって
いると回答があり，電子処方箋に関する問い合わせの窓
口は，情報システム関係部門が10件，薬剤部門が７件，
医事会計部門が５件，前記以外の事務部門が２件，その
他が１件であった（表３）。なお，電子処方箋の運用状
況として，全診療科で運用している施設が６施設，一部
診療科で運用している施設が１施設，特定の医師のみ運
用している施設が４施設，その他が１施設であった。

また，電子処方箋導入後の重複投与，併用禁忌，疑義

照会，トレーシングレポートの状況では，重複投与およ
び併用禁忌では変化なしが７施設，わからないが５施設
であった。疑義照会では，増えたが１施設，変化なしが
７施設，わからないが４施設で，トレーシングレポート
については，増えたが１施設，変化なしが９施設，わか
らないが２施設であった。

電子処方箋の導入にあたり難渋した事例として，広報
活動やテスト環境に関すること，開始後のトラブルに関す
ることが挙げられていた。さらに，電子処方箋導入にあた
り準備すべきことについては，用法のマスタなどマスタ整
備の回答が多くを占め，地域との情報共有や周知などの
回答もあった。さらに，今後導入する施設へのアドバイス
として，薬局との事前の調整や地域ぐるみの情報共有体
制などの意見があり，今後の電子処方箋の普及には，国
民への広報，マイナ保険証の普及などの意見があった。

これらを踏まえ，現在の電子処方箋管理サービスの状
況も考慮したうえで，電子処方箋導入資料を作成した。
この電子処方箋導入資料は，施設により病院薬剤部門で
も対応が必要な事項並びに認識することが望ましい内容
である15項目を取り上げて示している（表４）。
２．病院・薬局連携に必要とされる薬剤関連情報とその
電子化の検討
病院・薬局間の連携に関する資料や連携フォーマット

表１　回答施設の内訳

施設規模 件数

20－199床 5

200－399床 3

400床以上 4

表２　電子処方箋の導入の目的

目的 件数

今後すべての医療機関で普及が求められるため 8

重複投与の減少　 6

併用禁忌の確認　 6

処方箋の偽造防止 3

健康情報の提供 3

業務の効率化 2

表３　電子処方箋に関する問い合わせ先

問い合わせ先 件数

情報システム関係部門 10

薬剤部門 7

医事会計部門 5

上記以外の事務部門 2

その他 1
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の調査として，各医療機関における薬局からの情報提供
資料のフォーマットについて，学術小委員会委員の周辺
施設の状況を各医療機関の薬剤部門のホームページより
調査した。対象とした66施設のうち，10施設で薬局向け
の情報共有のためのフォーマットが提示されている。こ
れらフォーマットは，服薬情報提供書（トレーシングレ
ポート）の９例をはじめ，吸入指導報告書３例，化学療
法情報提供書，退院時薬剤情報提供書，在宅患者訪問薬
剤管理指導指示書がそれぞれ１例で，のべ15例のフォー
マットが確認された。特に服薬情報提供書のフォーマッ
トでは，３例が抗がん剤に関するものと明記されていた。
項目としては，診療科，処方医，薬局名，薬局の住所・
電話番号・FAX番号および担当薬剤師，患者ID，患者氏名，
生年月日，報告同意の有無などの基本情報はいずれの施
設のフォーマットにも記載があった。薬局からの伝達事
項については，施設により服用状況や対象薬剤を明記す
るものや使用するレジメンや副作用グレードを明記する
もの，患者の訴えなども明記するものなど施設により記
載方法は異なっていた。さらに一部施設においては，報
告内容ごとにフォーマットを使い分ける施設もあった。

一方，日病薬では地域連携推進のため，退院時共同指
導に関する事例を集めた「退院時共同指導取り組み事例
集平成23年度版」5）が作成されている。また，地域連携
に関する事例の紹介が「地域医療連携実例集」として，
2018年6），2019年7），2022年8）に作成されている。さ
らに全国各地で地域医療連携を推進するため，必要な事
項と体制などについて記載した「地域医療連携の手引き」
が2020年9），2023年10）に作成されている。また，日病
薬からは「薬剤管理サマリー」およびその返書，「薬剤
適正使用のための施設間情報連絡書」の記載フォーマッ
トが提示されている。これら記載フォーマットから他施
設と連携する情報として，「地域医療連携の手引き

（Ver.2.0）」10）では必要な項目を，基本的な情報として３
つの大分類と14の小項目にまとめている。また，「薬剤
管理サマリー」では基本情報，薬剤情報，特記事項の大
きく３つの情報が，「薬剤適正使用のための施設間情報
連絡書」では患者の基本情報，提供元の医療機関の情報，
使用医薬品の情報が示されていた11）。さらに，令和5年
度には「薬剤管理サマリー（令和5年度改訂版）」も発
出されている12）（表５）。作成された時期が異なるため，
それぞれのフォーマットの内容は統一されておらず，そ
の粒度もアレルギー・副作用歴について有無とその内容
のみ記載するか，禁忌薬・アレルギー歴・副作用歴に分
け発現時期や発現時の状況等（検査値動向含む）まで記
載するかなどの違いがあることがわかった。

一方医療DX推進本部で検討されている全国医療情報
プラットフォームで示される３文書６情報では，医療機
関の間で連携される文書情報として診療情報提供書，退
院時サマリーが示されている。退院時要約等の診療記録
に関する標準化推進合同委員会（日本診療情報管理学会・

表４　電子処方箋導入資料の主な項目

１．オンライン資格確認システムの運用
２．被保険者番号
３．院内の運用調整
４．医薬品マスタの整備
５．用法マスタの整備
６．数量や単位の変換
７．病院情報システム会社（ベンダ）との調整
８．導入時の運用方法
９．併用禁忌，重複処方・投薬チェックへの対応
10．データ連携
11．職員の理解
12．患者への啓発
13．周辺の医療機関や薬局との調整 
14．トラブル対策
15．費用

表５　�薬剤管理サマリー（令和５年度改訂版）で必要
とされる項目

【基本情報】
　�氏名，性別，生年月日，年齢（歳），身長（cm），体重（kg），

入院日，退院日（予定日），主治医，診療科…
【今回の入院の目的・病名等】
【入院時情報（薬学的総合評価）】
　�服薬管理状況，調剤方法，投与経路，認知機能低下の有無，

アドヒアランス状況，副作用・アレルギー歴， 
お薬情報ツールの確認

【検査情報】
　�腎機能，その他特筆すべき検査情報

【持参薬情報】
　�処方医療機関，医薬品名，１日量，用法，入院後転帰， 

転帰の理由等，転倒リスク，高齢者リスク
【入院中の経過】
　�日付，経過区分，医薬品名，経過の理由等

【入院中の薬学的管理・支援に関する経過等】
【退院時処方】
　�医薬品名，1日量，用法，日数，特記事項…

【退院後の薬学的管理・支援のフォローアップ依頼内容等】
【施設情報】
　�病院名，住所・電話番号・email，担当薬剤師

表６　退院サマリーの構造

１）〔基本情報〕
２）〔退院時診断〕
３）〔アレルギー・不適応反応 〕
４）〔デバイス情報〕
５）〔主訴，または入院理由〕
６）〔入院までの経過（現病歴・既往歴・入院時現症等）〕
７）〔入院経過〕
８）〔手術・処置情報〕
９）〔退院時状況（身体状況，活動度，認知度等）〕
10）〔退院時使用薬剤情報〕
11）〔退院時方針〕
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日本医療情報学会合同委員会）では，退院サマリー作成
に関するガイダンスが作成されており13），そのなかで

「退院時サマリー｛退院時要約｝は，入院患者の退院に
際して，関与するほかの診療科，ほかの医療機関並びに

ケア施設の間で効率的に情報を共有し，もって当該患者
の診察，治療，ケアを適切に連携・継承できるよう，入
院診療の主治医の責任において作成されるものである。」
と位置付けられている。さらにこの退院サマリーは前述
の合同委員会で標準化や規格化が図られ，HS039退院
時サマリー HL7 FHIR記述仕様として厚生労働省標準規
格に認められている。このHS039退院時サマリー HL7 
FHIR記述仕様では，退院サマリーを11の項目に分類，
構造化している（表６，図１）。

以上から，医療情報連携に必要な事項を「記録作成の
頻度やタイミング」を考慮し検討し，医療機関から薬局
への情報連携に必要な情報として「薬剤管理サマリー（令
和５年度改訂版）で必要とされる項目」に着目し「退院
サマリーの構造」と比較検討を行った。薬剤管理サマリー
では，【基本情報】，【今回の入院の目的・病名等】，【入
院時情報（薬学的総合評価）】，【検査情報】，【持参薬情報】，

【入院中の経過】，【入院中の薬学的管理・支援に関する
経過等】，【退院時処方】，【退院後の薬学的管理・支援の
フォローアップ依頼内容等】，【施設情報】の大きく10
の項目が示されている。【基本情報】には退院サマリー
の１）〔基本情報〕の内容が対応し，【今回の入院の目的・
病名等】には５）〔主訴，または入院理由〕が，【入院時
情報（薬学的総合評価）】には３）〔アレルギー・不適応
反応〕，６）〔入院までの経過（現病歴・既往歴・入院時
現症等）〕が対応する。さらに，【入院中の経過】には７）

〔入院経過〕，【入院中の薬学的管理・支援に関する経過等】
には９）〔退院時状況（身体状況，活動度，認知度等）〕，【退
院時処方】には10）〔退院時使用薬剤情報〕の内容が対
応する（図２）。

〈退院サマリー作成に関するガイダンス Sep 2019より引用〉

図１　退院サマリーの例

1）〔基本情報〕

2）〔退院時診断〕

3）〔アレルギー・不適応反応〕

4）〔デバイス情報〕

5）〔主訴，または入院理由〕

6）〔入院までの経過（現病歴・既往歴・入

院時現症等）〕

7）〔入院経過〕

8）〔手術・処置情報〕

9）〔退院時状況（身体状況，活動度，認知

度等）〕

10）〔退院時使用薬剤情報〕

11）〔退院時方針〕

【基本情報】
氏名，性別，生年月日，年齢（歳），身長（cm），体重（kg），入院日，
退院日（予定日），主治医，診療科…
【今回の入院の目的・病名等】
【入院時情報（薬学的総合評価）】
服薬管理状況，調剤方法，投与経路，認知機能低下の有無，ア
ドヒアランス状況，副作用・アレルギー歴，お薬情報ツールの
確認
【検査情報】
腎機能，その他特筆すべき検査情報
【持参薬情報】
処方医療機関，医薬品名，１日量，用法，入院後転帰，転帰の
理由等，転倒リスク，高齢者リスク
【入院中の経過】
日付，経過区分，医薬品名，経過の理由等
【入院中の薬学的管理・支援に関する経過等】
【退院時処方】
医薬品名，１日量，用法，日数，特記事項…
【退院後の薬学的管理・支援のフォローアップ依頼内容等】
【施設情報】
病院名，住所・電話番号・email，担当薬剤師

退院サマリー薬剤管理サマリー（令和５年度改訂版）

図２　「薬剤管理サマリー（令和５年度改訂版）」と「退院サマリーの構造」の比較
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考察

電子処方箋が推進されるなかでその準備や対応におい
て，医薬品や処方箋を取り扱う病院薬剤部門の役割は大
きい。特に，周辺薬局との調整や処方箋発行に関連する
マスタ（医薬品や用法など）の準備などについては，積
極的にかかわる必要がある。これらは電子処方箋管理
サービスを導入した施設へのアンケート調査からも，各
施設からの意見として示されている。今回取りまとめた
電子処方箋導入資料を参考に，各施設で電子処方箋管理
サービスへの準備を行ってもらえればと思う。また，こ
の電子処方箋への対応をきっかけとして各施設内での病
院薬剤部門の役割を拡大させ，これら医療情報基盤で流
通する情報を積極的に利用し，さらなる効率的な業務に
役立ててもらいたい。

一方，施設間の情報共有では各施設よりそれぞれ異なっ
たフォーマットの情報提供用紙が提示されていた。円滑
な情報連携には記載項目として構造の標準化とその記載
内容として用語等の標準化が必要である。一方，電子的
な情報はコピーが容易なため，重複した入力は不要と考
える。従って，病院情報システムや医療情報連携プラッ
トフォームなどにすでにある情報は，再度入力する必要
はない。これら電子的な情報の特徴を理解したうえで，
今後の薬剤関連の情報連携を進める必要があると考える。

まとめ

従来，病院や薬局などの医療施設間での情報は，紙で
の情報伝達が一般的であった。これからの情報化社会の
なかで，医療DXの名の下、様々な情報が施設を超えて連
携・共有されようとしている。この施設を超えて情報を
連携するためには，それぞれの施設でお互いに同じ意味
として情報を理解できるようにするための標準化が必要
である。さらにこれからの病院薬剤師は，連携された情
報をうまく利活用するための知識など情報システムを適
切に取り扱う情報リテラシーに関する知識も必要である。

医療DXは年々スピードを増し，進化し続けている。
この医療DXの流れに乗り遅れないよう，病院薬剤部門
や日病薬も変化し続ける必要がある。
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